










































































　今回の一連の裁判の中で最も大きく新聞等で取り上げられたのは，昨年 10 月 30 日
に下された韓国の最高裁判所である大法院の判決です。裁判所のことを，韓国では法
院と言います。これは，中国に倣っています。最高裁は大法院，高等裁判所は高等法






























　 1944 年 2 月か 3月頃，AとX2は，舎監から徴用された旨の告知を受けました。
それにより雇用ではなく徴用という形になり，Aらと日本製鉄との関係が変わって





























　訴えは，1997（平成 9）年 12 月に大阪地裁に提起されました。その判決が，大阪
地判平成 13 年 3 月 27 日 LLI/DB 判例秘書 L05650388 です。裁判例をあまり見慣れ












　憲法に関する根拠としては，日本国憲法 29 条 3 項をあげます。もちろん，日本国
憲法は戦後のものですが，そこに定める損失補償の考え方は，大日本帝国憲法下にお
いても財産権補償の原則に基づき条理上認められる権利であると主張します。


















































この原審の判断を基本的にそのまま維持します（大阪高判平成 14 年 11 月 19 日訟務
月報 50 巻 3 号 815 頁）。すなわち，日本国の責任は否定し，新日鉄に対する請求につ
いては，日本製鉄の責任は認めるものの新日鉄に承継されていないとします。さら


























す）は，2008 年 4 月 3 日に原告らの請求を棄却する判決を出しました（ソウル中央





























2009 年 7 月 16 日宣告 2008나49129 判決）。要するに，結論的には日本の裁判例や日
本での議論とそれほど大きく異ならなかったのです。
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「徴用工」判決をめぐる法的諸問題と日韓関係（青木　清）





























構造で存在します。日本では民事訴訟法 118 条が，韓国では民事訴訟法 217 条がそれ
に該当し，それらは，「外国裁判所の確定判決は，次に掲げる要件の全てを具備する
場合に限り，その効力を有する」（日本民事訴訟法 118 条）として，4つの条件をあ



































































































































































































































青木清『韓国家族法』（信山社，2016 年）141 頁以下および 179 頁。
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